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2025年５月30日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社  マ ル イ チ 産 商 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 
柏木 康全 

 社 長 執 行 役 員 

（コード番号8228   名証メイン） 

問 合 せ 先 取 締 役 常 務 執 行 役 員 
仁科 圭右 

 コ ー ポ レ ー ト 本 部 長 

TEL  026-285-4101（代表） 

 

(訂正・数値データ訂正) 

「2025年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)」の一部訂正について 
 

2025年２月13日に開示しました「2025年３月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)」の記載内

容につきまして、2025年５月28日に開示しました「2025年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)」の一部

訂正について」でお知らせしておりましたが、一部訂正すべき事項がありましたので、下記のとおり訂

正いたします。また、数値データにも訂正がありましたので、訂正後の数値データもお知らせいたしま

す。 

記 

１. 訂正の理由 

「2025 年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の発表後、2025 年３月期決算に係る監査手続の過

程において、昨年 11 月に子会社化した㈱ダイニチ及びその子会社について決算処理に誤りがあった

ことが判明し、第３四半期における訂正の要否を確認したところ、有償支給取引に係る売上高・売上

原価の相殺処理に誤りがあったことが判明した為、連結損益計算書及びセグメント情報の記載を訂正

いたします。 

 

２. 訂正の内容 

訂正箇所が多数に及ぶことから訂正後の全文を添付し、訂正箇所には下線＿を付して表示しており

ます。 

 

以 上 
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2025年３月期  第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

    2025年２月13日 

上場会社名 株式会社マルイチ産商 上場取引所  名 

コード番号 8228 ＵＲＬ  http://www.maruichi.com/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 社長執行役員 （氏名）柏木 康全 

問合せ先責任者 （役職名） 
取締役常務執行役員 コーポレ

ート戦略本部長 
（氏名）仁科 圭右 ＴＥＬ  026-285-4101 

配当支払開始予定日 －   

決算補足説明資料作成の有無：無  

決算説明会開催の有無      ：無  

 

 （百万円未満切捨て） 

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2025年３月期第３四半期 202,460 3.8 1,014 △36.7 1,604 △20.5 1,061 △12.1 

2024年３月期第３四半期 195,029 2.5 1,602 △20.1 2,018 △18.3 1,207 △22.3 
 
（注）包括利益 2025年３月期第３四半期 1,154 百万円 （△27.6％）  2024年３月期第３四半期 1,594 百万円 （△11.6％） 
 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

2025年３月期第３四半期 49.68 － 

2024年３月期第３四半期 54.58 － 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

2025年３月期第３四半期 100,724 24,168 23.4 

2024年３月期 67,311 26,192 38.1 
 
（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 23,597 百万円  2024年３月期 25,647 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
2024年３月期 － 10.00 － 12.00 22.00 

2025年３月期 － 11.00 －   

2025年３月期（予
想） 

   11.00 22.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日） 

 （％表示は、対前期増減率） 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 255,000 0.1 2,100 14.9 2,600 9.7 1,600 3.1 72.32 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
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※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：有 

新規  7社  （社名）株式会社ダイニチ、株式会社ダイニチライン、株式会社内海水産、有限会社伊勢金商店、

株式会社小島水産ホールディングス、株式会社マルセイ水産、株式会社小島水産、除外  －社  （社名） 

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 23,121,000 株 2024年３月期 23,121,000 株 

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 3,283,662 株 2024年３月期 989,384 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 21,372,942 株 2024年３月期３Ｑ 22,122,198 株 

 

 
 

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大などを背

景に概ね緩やかな回復基調となりました。しかしながら、不安定さを増す世界情勢や、資源・原材料価格の高騰

と円安による物価上昇など、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。食品流通業界では、物価上昇

による消費者の節約志向が強まるなか、物流費や光熱費、人件費等の上昇が継続しており、厳しい経営環境が続

いております。 

こうした環境の中、当社グループは2030年度をゴールとする中長期的な経営ビジョンに「地域のスペシャルパ

ートナー」を掲げ、当社グループの独自機能の提供とステークホルダーとの協業を通じて、日本全国の地域にお

ける食品流通の問題・課題を共に解決し、共に成長することを目指しております。 

今年度は経営ビジョンの達成に向けた2025年度を目標年度とする「中期経営計画2025」の２年目として、「信

州」「顧客」「産地」の３領域別方針と、「エンゲージメント経営」「業務構造改革」「サステナブル経営」の重点

施策に取り組んでおります。 

領域別方針の「信州」につきましては、2025年度を目途とする子会社㈱丸水長野県水との経営統合に向け、当

社グループの総合力が発揮できる営業体制の構築を目指し、拠点統廃合やグループ再編を進めております。「産

地」につきましては、国内養殖魚の生産から販売・加工までの事業全体をパートナーとの協業により強化するビ

ジネスモデルの構築を目指し、昨年11月に愛媛県宇和島市の養殖事業者㈱ダイニチを子会社化し、養殖魚事業の

戦略推進を目的に養殖事業部を新設いたしました。 

重点施策の「業務構造改革」につきましては、昨年７月に新基幹システム「M-BASE」の運用を開始しました

が、稼働直後に顕在化した問題へ対応し、商流と物流は維持したものの多大な経費増が発生するなど、一過性な

がら事業推進に影響を及ぼしました。システムのさらなる運用改善に向け、全社を挙げて引き続き取り組んでま

いります。 

なお、当第３四半期連結会計期間より、㈱ダイニチ及びその子会社６社を連結の範囲に含めております。 

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は年末年始における堅調な内食需要と、商品の相場

高や値上げに伴う販売単価の上昇もあり2,024億60百万円（前年同期比3.8％増）となりました。利益面につきま

しては、営業利益は仕入価格上昇による売上総利益の減少や、物流関連コストの上昇、新基幹システムの稼働に

伴う減価償却費の増加と稼働直後における一過性の経費増等により収益を圧迫したことから10億14百万円（前年

同期比36.7％減）となり、経常利益は補助金や受取配当金等による営業外収益の増加もあり16億４百万円（同

20.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は固定資産売却益の計上等により10億61百万円（同12.1％減）

となりました。 

 

[セグメント別の概況] 

 ※ 各セグメントの売上高については、セグメント間の内部売上高を除いて記載しております。 

 ※ なお、「（セグメント情報等の注記）セグメント情報 ２．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載 

のとおり報告セグメントの区分を変更しておりますので、下記の前年同期比には、前年同期の数値を変更後 

の報告セグメントの区分に組み替えた数値との比較となっております。また、当第３四半期連結会計期間で 

連結の範囲に加えた㈱ダイニチ及びその子会社６社を報告セグメント「水産事業」に含めております。 

 

＜水産事業セグメント＞ 

水産部門は国内天然魚の水揚量減少と水産物全般の相場高が継続する環境下、冷凍原料からの商品化など商品

開発力の強化や、商品調達力の強化に向けた養殖魚事業をはじめとする川上領域への戦略投資を進めておりま

す。デイリー部門ではエリア卸とのアライアンス推進や調達・配荷物流機能の強化、得意先との協働による商品

開発により販売拡大を進めております。フードサービス部門では、当社グループの機能を活かした惣菜分野や、

インバウンド需要で好調な宿泊施設等の外食マーケット向けに商品提案を進めております。 

売上高につきましては、㈱ダイニチの子会社化に加え、年末年始の最需要期において養殖ブリや冷凍マグロの

販売が好調に推移したことや、相場高による販売単価の上昇もあり1,236億53百万円（前年同期比7.6％増）とな

りました。利益面につきましては、売上総利益の増加と、前年同期に発生した輸入冷凍マグロの急激な相場下落

に伴う損失からの反動もあり、営業利益は５億87百万円（同10.5％増）となりました。 

 

＜一般食品事業セグメント＞ 

商品の値上げが継続することで消費者の節約志向が強まり、売上げ点数が減少し、店頭での低価格競争が激化

する厳しい環境下、信州域内（長野・山梨エリア）での卸売機能強化による収益力向上と、メーカーとのコラボ

レーションによるカップ麺の開発など自社開発商品の販売拡大に取り組んでおります。 

売上高につきましては、相次ぐ商品の値上げの影響で販売が伸び悩んだことから216億16百万円（前年同期比
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2.5％減）となりました。利益面につきましては、価格改定対応の遅れなどによる売上総利益の減少と、新基幹

システム稼働直後における一過性の経費増等の影響もあり、営業損失は２億38百万円（前年同期は91百万円の営

業損失）となりました。 

 

＜畜産事業セグメント＞ 

飼料価格の高騰などコスト高による国産の牛肉・豚肉の高値傾向と、円安による輸入畜肉の仕入価格の高止ま

りが継続する環境下、信州域内での販売シェア拡大と関東・東海・中京エリアへの販路拡大や、製造・流通加工

機能の強化に向けた食肉加工分野への重点投資を進めております。 

売上高につきましては、最需要期の年末商戦における販売は堅調も、畜産物相場の高値傾向により通常時の販

売は鈍化傾向が継続したことから309億96百万円（前年同期比3.4％減）となりました。利益面につきましては、

相場高に伴う収益の低下による売上総利益の減少と、新基幹システム稼働直後における一過性の経費増等の影響

もあり、営業損失は１億17百万円（前年同期は３億３百万円の営業利益）となりました。 

 

＜丸水長野県水グループセグメント＞ 

グループ内の経営資源の集約化による信州事業の再強化とグループ最適化の実現を目指し、2025年度を目途とす

る当社と㈱丸水長野県水との統合作業を進めております。 

売上高につきましては、各事業の販売が堅調に推移したことから253億78百万円（前年同期比1.4％増）となりま

した。利益面につきましては、営業利益は退職給付費用等の販売管理費の増加により、営業利益は６億48百万円

（同8.7％減）となりました。 

 

＜その他（物流・冷蔵倉庫事業、OA機器・通信機器販売及び保険代理店事業）＞ 

子会社マルイチ・ロジスティクス・サービス㈱は、当社グループの物流業務・冷蔵倉庫事業の品質向上とロー

コスト体制の構築を、グループ内の各事業と連携しながら推進しております。 

業績につきましては、売上高は８億14百万円（前年同期比5.3％減）、営業利益は１億34百万円（同9.4％減）

となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,007億24百万円となり、前連結会計年度末と比較して334億13

百万円の増加となりました。主な要因は、受取手形及び売掛金が163億71百万円、商品及び製品が42億47百万

円、有形固定資産が13億49百万円、のれんが68億79百万円増加したことによります。 

負債は765億55百万円となり、前連結会計年度末と比較して354億37百万円の増加となりました。主な要因は、

支払手形及び買掛金が142億74百万円、短期借入金（１年以内返済予定の長期借入金含む）が69億21百万円、長

期借入金が128億4百万円増加したことによります。 

純資産合計は241億68百万円となり、前連結会計年度末と比較して20億24百万円の減少となりました。主な要

因は、自己株式26億77百万円取得したことによります。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の38.1％から23.4％に減少しました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2025年３月期の通期の連結業績予想につきましては、現時点では2024年５月10日に発表しました業績予想から

変更はありませんが、2024年11月１日に子会社化しました㈱ダイニチ及びその子会社６社を連結の範囲に含める

ことによる通期連結業績への影響等を現在精査中でありますので、詳細が判明次第、速やかにお知らせいたしま

す。 

 

 ※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

    実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（１）四半期連結貸借対照表 

  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(2024年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,713 9,284 

受取手形及び売掛金 26,285 42,657 

商品及び製品 8,986 13,233 

仕掛品 577 2,228 

原材料及び貯蔵品 218 266 

その他 2,581 3,575 

貸倒引当金 △27 △81 

流動資産合計 47,334 71,164 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,710 3,290 

土地 6,417 6,585 

その他（純額） 1,286 1,888 

有形固定資産合計 10,414 11,763 

無形固定資産   

のれん － 6,879 

ソフトウエア 133 2,785 

ソフトウエア仮勘定 2,849 20 

その他 90 108 

無形固定資産合計 3,073 9,793 

投資その他の資産   

投資有価証券 3,838 4,538 

退職給付に係る資産 397 423 

その他 2,460 3,226 

貸倒引当金 △208 △185 

投資その他の資産合計 6,487 8,001 

固定資産合計 19,976 29,559 

資産合計 67,311 100,724 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 32,071 46,345 

短期借入金 1,971 7,132 

１年内返済予定の長期借入金 60 1,821 

未払法人税等 439 359 

賞与引当金 604 357 

その他 4,245 5,649 

流動負債合計 39,393 61,666 

固定負債   

長期借入金 106 12,910 

役員退職慰労引当金 － 229 

役員株式給付引当金 77 78 

債務保証損失引当金 44 44 

退職給付に係る負債 523 588 

資産除去債務 161 163 

その他 811 875 

固定負債合計 1,724 14,889 

負債合計 41,118 76,555 
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  （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(2024年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,719 3,719 

資本剰余金 3,390 3,390 

利益剰余金 18,437 18,989 

自己株式 △1,069 △3,729 

株主資本合計 24,478 22,369 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,285 1,333 

退職給付に係る調整累計額 △115 △105 

その他の包括利益累計額合計 1,169 1,228 

非支配株主持分 545 570 

純資産合計 26,192 24,168 

負債純資産合計 67,311 100,724 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第３四半期連結累計期間） 

  （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2023年４月１日 
 至 2023年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2024年４月１日 
 至 2024年12月31日) 

売上高 195,029 202,460 

売上原価 179,008 185,713 

売上総利益 16,021 16,746 

販売費及び一般管理費 14,418 15,731 

営業利益 1,602 1,014 

営業外収益   

受取利息 1 0 

受取配当金 124 157 

受取賃貸料 156 151 

その他 181 373 

営業外収益合計 464 683 

営業外費用   

支払利息 11 39 

持分法による投資損失 9 7 

固定資産除却損 11 13 

貸倒引当金繰入額 － 26 

その他 15 7 

営業外費用合計 48 93 

経常利益 2,018 1,604 

特別利益   

固定資産売却益 － 139 

負ののれん発生益 10 － 

特別利益合計 10 139 

特別損失   

減損損失 56 － 

段階取得に係る差損 7 － 

特別損失合計 64 － 

税金等調整前四半期純利益 1,964 1,744 

法人税、住民税及び事業税 549 418 

法人税等調整額 207 229 

法人税等合計 756 648 

四半期純利益 1,208 1,095 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 34 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,207 1,061 
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第３四半期連結累計期間） 

  （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2023年４月１日 
 至 2023年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2024年４月１日 
 至 2024年12月31日) 

四半期純利益 1,208 1,095 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 363 47 

退職給付に係る調整額 22 10 

その他の包括利益合計 385 58 

四半期包括利益 1,594 1,154 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,592 1,120 

非支配株主に係る四半期包括利益 1 34 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、当第３四半期連結会計期間において、2024年９月27日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行

いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が2,660百万円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において3,729百万円となっております。 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動） 

 当第３四半期連結会計期間において、㈱ダイニチの株式を取得したことにより、同社及びその子会社である㈱ダイ

ニチライン、㈱内海水産、㈲伊勢金水産、㈱小島水産ホールディングス、㈱マルセイ水産、㈱小島水産を連結の範囲

に含めております。また、㈱とじまかしまFarm、㈱食縁フードテック、㈱宇和島海道を持分法適用関連会社に加えて

おります。 

（四半期連結キャッシュフロー計算書に関する注記） 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュフロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 2023年４月１日 
至 2023年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 2024年４月１日 
至 2024年12月31日） 

減価償却費 480百万円 850百万円 

のれんの償却額 － 48百万円 
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（セグメント情報等の注記） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

        （単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 

（注）1 
合計 

調整額 

（注）2 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）3 
 水産事業 

一般食品 

事業 
畜産事業 

丸水長野

県水グル

ープ 

計 

売上高          

顧客との契約から生

じる収益 
114,875 22,180 32,086 25,027 194,169 860 195,029 － 195,029 

その他の収益 － － － － － － － － － 

外部顧客への売上高 114,875 22,180 32,086 25,027 194,169 860 195,029 － 195,029 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,098 126 1,444 451 3,120 3,182 6,302 △6,302 － 

計 115,973 22,307 33,530 25,478 197,289 4,042 201,332 △6,302 195,029 

セグメント利益又は

損失（△） 
531 △91 303 710 1,454 148 1,602 － 1,602 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流・冷蔵倉庫事業、

ＯＡ機器・通信機器販売・保険の代理店事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント間取引消去によるものであります。 

   ３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

        （単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 

（注）1 
合計 

調整額 

（注）2 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）3 
 水産事業 

一般食品 

事業 
畜産事業 

丸水長野

県水グル

ープ 

計 

売上高          

顧客との契約から生

じる収益 
123,653 21,616 30,996 25,378 201,645 814 202,460 － 202,460 

その他の収益 － － － － － － － － － 

外部顧客への売上高 123,653 21,616 30,996 25,378 201,645 814 202,460 － 202,460 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,498 426 1,725 509 4,159 3,277 7,437 △7,437 － 

計 125,151 22,042 32,722 25,888 205,805 4,091 209,897 △7,437 202,460 

セグメント利益又は

損失（△） 
587 △238 △117 648 880 134 1,014 － 1,014 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流・冷蔵倉庫事業、

ＯＡ機器・通信機器販売・保険の代理店事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント間取引消去によるものであります。 
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   ３．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 2024年４月１日に業務用事業強化のため、当社の連結子会社である㈱ナガレイと連結子会社であったマ

ルゼンフーズ㈱の間で、㈱ナガレイを存続会社、マルゼンフーズ㈱を消滅会社とする吸収合併を行いまし

た。また、同日に物流機能強化のため、当社の連結子会社であるマルイチ・ロジスティクス・サービス㈱

と連結子会社であった㈱丸水運送センターの間で、マルイチ・ロジスティクス・サービス㈱を存続会社、

㈱丸水運送センターを消滅会社とする吸収合併を行いました。 

 これに伴い、従来「丸水長野県水グループ」に含まれておりましたマルゼンフーズ㈱の事業については

「水産事業」へ、㈱丸水運送センターの事業については「その他」に変更しています。 

 なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後のセグメント区分で記載しております。 

 また、第３四半期連結会計期間で連結の範囲に加えた㈱ダイニチ、㈱ダイニチライン、㈱内海水産、㈲

伊勢金商店、㈱小島水産ホールディングス、㈱マルセイ水産、㈱小島水産は、報告セグメント「水産事

業」に含めております。 

 

３．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 ㈱ダイニチの株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたため、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四

半期連結会計期間末の報告セグメントの資産の金額は、「水産事業」において19,565百万円増加しており

ます。 

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項 

（のれんの金額の重要な変動） 

 当第３四半期連結会計期間末の「水産事業」セグメントにおけるのれんの増加額は、6,879百万円であ

ります。 
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（企業結合等情報） 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称     株式会社ダイニチ 

事業の内容        飼料・資材事業、水産事業、水産養殖業 

（2）企業結合を行った主な理由 

 当社は、中期経営計画2025で水産分野の養殖事業に注力し、産地活性化とビジネスモデルの構築を目指して

おります。現在の養殖魚事業ビジネスは大きな転換期にあり、国内外の需要増加に対応するために当社は生産

分野へのシフトを進めております。ダイニチは、真鯛やブリの養殖を手掛ける国内有数の養殖魚事業者であ

り、子会社化によるシナジーにより、国産養殖魚の流通に革新をもたらすことを目指してまいります。 

（3）企業結合日 

2024年11月１日（取得日） 

（4）企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

（5）結合後企業の名称 

変更はありません。 

（6）取得した議決権比率 

100.0％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。 

 

２．四半期連結会計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2024年12月１日から2024年12月31日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金    11,145百万円 

取得原価    11,145百万円 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー費用等（概算額）   28百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（1）発生したのれんの金額 

6,927百万円 

 なお、当第３四半期連結会計期間末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時

価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計

処理を行っております。 

（2）発生原因 

 主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものです。 

（3）償却方法及び償却期間 

12年間にわたる均等償却 

 


